
１． 重要な会計方針

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…………償却原価法（定額法）によっている。

⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による低価法

⑶ 固定資産の減価償却の方法

建物、構築物及び備品　　法人税法の規定に基づく定率法による。

⑷ 引当金の計上基準

退職給付引当金…職員の退職金支給に備えるため、要支給額を計上している。

⑸ 消費税の会計処理

消費税の会計処理は税込方式によっている。

２． 基本財産・特定資産の増減額およびその残高

基本財産の増減額およびその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

定期預金 20,000,000 180,000,000 0 200,000,000

投資有価証券 480,207,346 0 180,186,518 300,020,828

500,207,346 180,000,000 180,186,518 500,020,828

特定資産

76回天皇賜杯大会積立金 8,400,000 1,400,000 0 9,800,000

8,400,000 1,400,000 0 9,800,000

508,607,346 181,400,000 180,186,518 509,820,828

３．基本財産および特定資産の財源等の内訳

基本財産および特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に
対応する額）

基本財産

定期預金 200,000,000 (0) (200,000,000) 0

投資有価証券 300,020,828 (0) (300,020,828) 0

500,020,828 (0) (500,020,828) (0)

特定資産

76回天皇賜杯大会積立金 9,800,000 (0) (9,800,000) -

9,800,000 (0) (9,800,000) 0

509,820,828 (0) (509,820,828) 0

４． 担保に供している資産

なし

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高は、次のとおりである。
（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 60,236,000 46,000,665 14,235,335

建物付属設備 11,743,706 10,287,259 1,456,447

71,979,706 56,287,924 15,691,782

６．満期保有目的の債券の内訳ならびに帳簿価額、時価および評価損益

満期保有目的の債券の内訳ならびに帳簿価額、時価および評価損益は、次のとおりである。
（単位：円）

帳簿価額 時　 価 評価損益

利付国債(5)115回 0.2％　2018.9.20償還日 300,020,828 300,746,712 725,884

300,020,828 300,746,712 725,884

小　　計

小　　計

合　　計

科　 目

合　 計

科　 目

合　　計

科    目

財務諸表に関する注記

科    目

小　　計

小　　計

合　　計



７．減損損失

以下の固定資産について平成24年度に減損損失を計上した。 （単位：円）

土地

東京都杉並区高円寺北2-21-5

115,052,114

評価金額の算定方法

　公示価額、近傍類地の売買実例をもとに算定した。

８．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 （単位：円）

交付者 前期末 当期増加 当期減少 当期末残高 備　 考

補助金

都民大会 東京都体育協会 0 405,000 405,000 0

競技力向上 東京都体育協会 0 3,135,330 3,135,330 0

ジュニア育成 東京都体育協会 0 1,747,874 1,747,874 0

国体予選会支援費 東京都体育協会 0 140,000 140,000 0

0 (5,428,204) (5,428,204) 0

助成金

高松宮賜杯 全日本軟式野球連盟 0 126,000 126,000 0

公認用具普及費 全日本軟式野球連盟 0 350,000 350,000 0

女子中学全国大会 全日本軟式野球連盟 0 50,000 50,000 0

0 (526,000) (526,000) 0

0 5,954,204 5,954,204 0

注２：ジュニア特別強化事業用として交付を受けた補助金200万円は未使用であり、返還義務があるため仮受金

　　　として負債に計上している。また、前期に仮受金として負債計上していた200万円は、当期の事業の実施に伴

　　　い、未使用額252,126円が発生し返金しており、受取補助金として1,747,874円を計上している。

９．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、つぎのとおりである。 （単位：円）

経常収益への振替額 5,954,204

補助金及び助成金の当期における事業実施に伴う振替額

10．その他

所有権移転外ファイナンスリースについては、リース資産に重要性が乏しいと認められるため、オペレー

ティングリース取引の会計処理に準じて通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っている。

計

合　計

内　 訳 金　 額

計

種　 類

場　 所

減損損失の金額

補助金等の名称



１．基本財産及び特定資産の明細

明細については、財務諸表に関する注記３．に記載している。

２．引当金の明細 （単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 5,087,190 0 0 6,038,280

附属明細書

科　 目 期首残高 当期増加
当期減少

期末残高

951,090


